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【平成２９年度 検証結果】 

検証結果  当初目標に対し、期待どおりの成果があった。 

知財担保に特化した当初の研究は、順調に進められたと言える。もっとも日本の実態

調査が明らかにしたように、知財の担保融資など、この領域の安定的な実務構築は、ま

だ十分でなく、その背景には理論的な共通枠組みが確立していないことがうかがえる。

今後、国際的に安定的な実務が構築されるまでは、理論においても、さらに背景となる

制度設計においても、克服すべき課題はあるが、本研究は、その開拓領域において先駆

的な一歩を示したものと評価できる。 
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【平成２６年度 研究進捗評価結果】 

評価 評価基準 

 A+ 当初目標を超える研究の進展があり、期待以上の成果が見込まれる 

○ A 当初目標に向けて順調に研究が進展しており、期待どおりの成果が見込まれる 

 A－ 
当初目標に向けて概ね順調に研究が進展しており、一定の成果が見込まれるが、一部

に遅れ等が認められるため、今後努力が必要である 

 B 当初目標に対して研究が遅れており、今後一層の努力が必要である 

 C 
当初目標より研究が遅れ、研究成果が見込まれないため、研究経費の減額又は研究の

中止が適当である 

（意見等） 

本研究は、(1)統一法と国際私法ルール及び両者の関係に関する従来の考え方を再検討する研究と、(2)

実態調査を踏まえた知財担保の研究とからなるが、いずれも知財担保法を素材とし、経済分析によって

立法案の提示まで行おうとする理論的に独創的でかつ実践的に重要な研究である。(1)の研究は、アメ

リカ、ヨーロッパ、国連における研究・立法案（UNCITRAL の立法ガイドラインなど）と連動・連携

させる形で進め、その成果をハーグ国際法アカデミーでの連続講演、国際法協会の知財・国際私法委員

会のリポートなどとして公表し、国際的なインパクトを与えている。(2)の研究については、実態調査

の低い回収率などの問題を抱えつつも、民商法雑誌の特集などの成果が予定されている。 (2)の実態調

査の問題点の補完を含めて、残された期間に研究の更なる進展が期待される。 


